
 

 

 京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則を公布する。 

  令和元年５月３１日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第   号 

   京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則 

（京都市市税条例施行細則の一部改正） 

第１条 京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

第１０条の表（１４）を次のように改める。 

(１４) 削除  

  第１０条の表（１４の２）を削る。 

第１０条の表（４２）を次のように改める。 

(４２) 削除  

  第１０条の表（４２の２）を削る。 

附則第３項中「附則第１２条の２の２第２項第１号」を「附則第３０条第１項」に，

「電気自動車」を「電気軽自動車」に改める。 

附則第１７項中「附則第４４条の２第４項（同条第５項」を「附則第４４条の２第８

項（同条第９項」に改め，「若しくは第７項」を削り，「第１１条の６第１項（同条第２

項」を「第１１条の７第４項（同条第５項」に改め，同項を附則第１８項とし，附則第

１６項の次に次の１項を加える。 

１７ 法附則第４４条の２第６項（同条第７項の規定により適用される場合を含む。）

の規定により読み替えられた法附則第３４条第４項又は第３５条第５項の規定の適

用がある場合における附則第９項又は第１０項の規定の適用については，附則第９項

各号又は第１０項各号中「第３５条第１項」とあるのは「第３５条第１項（東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１１条の７第１項（同

条第２項の規定により適用される場合を含む。）の規定により適用される場合を含

む。）」と，「同法」とあるのは「租税特別措置法」とする。 

様式第１４号を次のように改める。 

様式第１４号 削除 

様式第１４号の２を削る。 
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様式第１５号３（裏面）中「国税犯則取締法に規定する税務署（国税局）の収税官吏」

を「地方税法第２２条の３に規定する当該徴税吏員」に改める。 

様式第４２号を次のように改める。 

様式第４２号 削除 

様式第４２号の２を削る。 

第２条 京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

附則第３項を削り，附則第４項を附則第３項とし，附則第５項から附則第１６項まで

を１項ずつ繰り上げる。 

附則第１７項中「附則第９項又は第１０項」を「附則第８項又は第９項」に，「附則

第９項各号又は第１０項各号」を「附則第８項各号又は第９項各号」に改め，同項を附

則第１６項とする。 

附則第１８項中「附則第９項又は第１０項」を「附則第８項又は第９項」に，「附則

第９項各号又は第１０項各号」を「附則第８項各号又は第９項各号」に改め，同項を附

則第１７項とする。 

（京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則の一部改正） 

第３条 京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則（平成２８年６月１０日京都市規

則第１３号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項の改正規定を次のように改める。 

附則第３項中「附則第３０条第１項」を「第４４６条第１項第１号」に改める。 

附則ただし書中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，第１条中附則第１７項の改正規定及び

同項を附則第１８項とし，附則第１６項の次に１項を加える改正規定は令和２年１月１

日から，第２条の規定は同年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用すること

ができる。 

（行財政局税務部税制課） 


